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（境界が不明確な森林の存在）

平成27（2015）年に農林水産省が実施した「森

林資源の循環利用に関する意識・意向調査」では、

林業者モニター＊69に対して森林の境界の明確化が

進まない理由について尋ねたところ、「相続等によ

り森林は保有しているが、自分の山がどこかわから

ない人が多いから」、「市町村等による地籍調査が進

まないから」、「高齢のため現地の立会いができない

から」という回答が多かった（資料Ⅱ－32）。この

ような状況から、境界が不明確で整備が進まない森

林もみられる。また、こうした状況の下、森林所有

者に無断で立木が伐採された事案も発生してい

る＊70。

（所有者特定や境界明確化など森林情報の把握に向

けた取組）

森林所有者の特定に向けては、平成24（2012）

年度から、新たに森林の土地の所

有者となった者に対して、市町村

長への届出を義務付ける制度＊71

が開始され、相続による異動や、

１ha未満の小規模な森林の土地

の所有者の異動も把握することが

可能となった＊72。あわせて、森林

所有者等に関する情報を行政機関

内部で利用するとともに、他の行

政機関に対して、森林所有者等の

把握に必要な情報の提供を求める

ことができることとされた＊73。

さらに、林野庁では、平成22

（2010）年度から、外国人及び外

国資本による森林買収について調

査を行っており、令和元（2019）

＊69 この調査での「林業者」は、「2010年世界農林業センサス」で把握された林業経営体の経営者。
＊70 詳しくは、第Ⅰ章第２節（１）72ページを参照。
＊71 「森林法」第10条の７の２、「森林法施行規則」（昭和26年農林省令第54号）第７条、「森林の土地の所有者となった旨の届出制度

の運用について」（平成24（2012）年３月26日付け23林整計第312号林野庁長官通知）
＊72 都市計画区域外における１ha以上の土地取引については、「国土利用計画法」（昭和49年法律第92号）に基づく届出により把握さ

れる。
＊73 「森林法」第191条の２、「森林法に基づく行政機関による森林所有者等に関する情報の利用等について」（平成23（2011）年４月

22日付け23林整計第26号林野庁長官通知）。
＊74 林野庁プレスリリース「外国資本による森林買収に関する調査の結果について」（令和元（2019）年５月31日付け）
＊75 境界確認の効率化の事例については、「平成27年度森林及び林業の動向」第Ⅲ章第１節（２）の事例Ⅲ－１（91ページ）、「平成28

年度森林及び林業の動向」第Ⅲ章第１節（２）の事例Ⅲ－１（93ページ）及び「平成29年度森林及び林業の動向」第Ⅰ章第３節（３）
の事例Ⅰ－３（31ページ）等を参照。

年５月には、平成30（2018）年１月から12月まで

の期間における、居住地が海外にある外国法人又は

外国人と思われる者による森林買収の事例（30件、

計373ha）等を公表した＊74。林野庁では、引き続き、

森林の所有者情報の把握に取り組むこととしてい

る。

境界の明確化に向けては、従来は個別に管理され

ていた森林計画図や森林簿といった森林の基本情報

をデジタル処理し、システムで一元管理することで、

森林情報を迅速に把握することが可能な森林GISや

高精度のGPS、ドローン等を活用して現地確認の

効率化を図る取組＊75が実施されている。

林野庁では、「森林整備地域活動支援対策」により、

森林経営計画の作成や施業の集約化に必要となる森

林情報の収集、森林調査、境界の明確化、合意形成

活動や既存路網の簡易な改良に対して支援してい

森林の境界の明確化が進まない理由（複数回答）資料Ⅱ－32
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　注：林業者モニターを対象とした調査結果。
資料：農林水産省「森林資源の循環利用に関する意識・意向調査」（平成27（2015）

年10月）
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る。令和２（2020）年度からは、森林境界の明確化

に対して航空レーザ計測等の情報通信技術（以下

「ICT」という。）活用の取組も新たに支援すること

としている。

また、精度の高い森林資源情報等の把握や共有に

森林クラウド等のICTの活用を図る取組も進めてい

る。

このほか、「国土調査法」に基づく地籍調査も行

われているが、平成30（2018）年度末時点での地

籍調査の進捗状況は宅地で55％、農用地で74％で

あるのに対して、林地＊76では45％にとどまってい

る＊77。このような中で、林野庁と国土交通省は、こ

れらの森林境界明確化活動と地籍調査の成果を相互

に活用するなど、連携しながら境界の明確化に取り

組んでいる。

（林地台帳制度）

平成28（2016）年５月の「森林法」の改正により、

市町村が統一的な基準に基づき、森林の土地の所有

者や林地の境界に関する情報等を記載した「林地台

帳」を作成し、その内容の一部を公表＊78する制度

が創設された。以降、平成28（2016）年度に林野

庁から都道府県・市町村に配布された整備・運用マ

ニュアル等に基づき、林地台帳の整備が進められ、

平成31（2019）年４月に制度の本格運用を開始し

た（資料Ⅱ－33）。これにより、森林経営の集積・

集約化を進める森林組合や林業事業体等に対する情

報提供等が可能となり、森林組合等が行う施業集約

化の合意形成や、市町村が行う森林経営管理制

度＊79の意向調査の対象となる森林所有者の特定等

に林地台帳が活用されるようになった。

林野庁では平成31（2019）年度から、今後、市

町村において林地台帳をより効果的に活用できるよ

う、伐採届の情報と林地台帳上の所有者や境界の情

報を照合するようなモデル的なシステム整備等に支

援している。

＊76 地籍調査では、私有林のほか、公有林も対象となっている。
＊77 国土交通省ホームページ「全国の地籍調査の実施状況」による進捗状況。
＊78 森林の位置や地番の確認を行いやすくして保有森林への関心を高めるほか、森林所有者による林地台帳情報の修正申出を喚起す

るため、林地台帳の一部及び台帳に付帯する地図を公表（公表することにより個人の権利利益を害するものを除く。）。また、地域
の森林整備の担い手による集約化の取組を促進するため、同一の都道府県内で森林経営計画の認定を受けている林業経営体等に
対しては、情報提供が可能。

＊79 森林経営管理制度の仕組みについて詳しくは、第Ⅰ章第１節（３）60-62ページ参照。

また、「令和元年の地方からの提案等に関する対

応方針」（令和元（2019）年12月23日閣議決定）に

おいて、林地台帳の整備に当たって、地方公共団体

が森林所有者等に関する地方税関係情報を内部利用

することを可能とすることが明記され、この内容を

含む第10次地方分権一括法案が国会に提出された。

（ｄ）施業の集約化等に資するその他の取組

（所有者が不明な森林等への対応）

所有者情報の整備や境界明確化に取り組む一方

で、所有者が不明なままの森林については、森林経

営管理法において、一定の手続を経れば市町村等が

経営や管理を行うことができることとする特例が措

林地台帳を活用した森林施業の
集約化のイメージ

資料Ⅱ－33

資料：林野庁計画課作成。

市町村

森林組合・林業事業体等

林地台帳の
情報を提供

　所有者を特定し施業集約化の働きかけ

林地台帳の情報

施業集約化の合意形成が進み、間伐等が推進

●所有者の情報（住所、氏名）　
●土地の地番、地目、面積
●森林経営計画認定状況
●測量の実施状況

【林地台帳】 【地図】

情報の収集・整理 現地確認 現地での説明

戸別訪問による説明 所有者立会いのもと境界を確認
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置されている。なお、共有林の所有者の一部が不明

な場合については、森林法において、一定の手続を

経ることで伐採・造林を行うことができる制度が措

置されており、本制度を活用した森林施業も行われ

ている。

（山林に係る相続税の特例措置等）

大規模に森林を所有する林家では、相続を契機と

して、所有する森林の細分化、経営規模の縮小、後

継者による林業経営自体の放棄等の例がみられる。

林家を対象として、林業経営を次世代にわたって継

続するために求める支援や対策について尋ねたとこ

ろ、保有山林面積規模が500ha以上の林家では、「相

続税、贈与税の税負担の軽減」と回答した林家が

53％で最も多かった＊80。

このような中で、山林に係る相続税については、

評価方法の適正化や評価額の軽減等を図る措置を講

ずるとともに、森林施業の集約化や路網整備等によ

る林業経営の効率化と継続確保を図るため、効率的

かつ安定的な林業経営を実現し得る中心的な担い手

への円滑な承継を税制面で支援する「山林に係る相

続税の納税猶予制度＊81」が設けられており、その制

度の利用の促進を図る必要がある。

（イ）低コストで効率的な作業システムの普及

素材生産は、立木の伐倒（伐木）、木寄せ＊82、枝払

い及び玉切り（造材）、林道沿いの土場への運搬（集

材）、椪
はい

積
づみ
＊83といった複数の工程から成り、高い生

産性を確保するためには、各工程に応じて、林業機

械を有効に活用するとともに、路網と高性能林業機

械を適切に組み合わせた作業システムの普及・定着

を図る必要がある。また、我が国では木材販売収入

に対して特に初期段階での育林経費が高い状況にあ

ることから＊84、主伐後の再造林の確保に向けて、造

林作業に要するコストの低減を図る必要がある。

＊80 農林水産省「林業経営に関する意向調査」（平成23（2011）年３月）
＊81 一定面積以上の森林を自ら経営する森林所有者を対象に、経営の規模拡大、作業路網の整備等の目標を記載した森林経営計画が

定められている区域内にある山林（林地・立木）を、その相続人が相続又は遺贈により一括して取得し、引き続き計画に基づいて
経営を継続する場合は、相続税額のうち対象となる山林に係る部分の課税価格の80％に対応する相続税の納税猶予の適用を受け
ることができる制度（平成24（2012）年４月創設）。

＊82 林内に点在している木材を林道端等に集める作業。
＊83 集材した丸太を同じ材積や同じ長さごとに仕分けして積む作業。
＊84 木材販売収入と初期段階での育林経費について詳しくは、第Ⅱ章第１節（４）124-125ページを参照。
＊85 国有林林道が活用された事例については、「平成23年度森林及び林業の動向」第Ⅰ章第１節（３）の事例Ⅰ－１（11ページ）及び「平

成28年度森林及び林業の動向」第Ⅴ章第２節（１）の事例Ⅴ－１（182ページ）を参照。

（ａ）路網の整備

（路網の整備が課題）

路網は、木材を安定的に供給し、森林の有する多

面的機能を持続的に発揮していくために必要な造

林、保育、素材生産等の施業を効率的に行うための

ネットワークであり、林業の最も重要な生産基盤で

ある。また、路網を整備することにより、作業現場

へのアクセスの改善、機械の導入による安全性の向

上、労働災害時の搬送時間の短縮等が期待できるこ

とから、林業の労働条件の改善等にも寄与するもの

である。さらに、地震等の自然災害により一般公道

が不通となった際に、林内に整備された路網が迂
う

回

路として活用された事例もみられる＊85。

林業者モニターを対象に路網整備の状況と意向を

尋ねたところ、現在の路網の整備状況は50ｍ/ha

以下の路網密度であると回答した者が約６割であっ

たのに対し、今後の路網整備の意向は50ｍ/ha以

上の路網密度を目指したいと回答した者が約６割と

なっている（資料Ⅱ－34）。

このような中、我が国においては、地形が急峻
しゅん

で、

割合
0 50 100（%）

路網整備の
状況

路網整備の
意向

100m/ha 以上 30～50ｍ/ha程度

30～50ｍ/ha程度

20.4

34.2 21.9 9.69.6 25.4 8.8

22.1 25.725.7 31.9

50～100ｍ/ha程度

100m/ha 以上
50～100ｍ/ha程度

0～30m/ha程度

新たな路網の整備に
取り組むつもりはない

その他

路網整備の状況と意向資料Ⅱ－34

注１：林業者モニターを対象とした調査結果。
　２：計の不一致は四捨五入による。
資料：農林水産省「森林資源の循環利用に関する意識・意向調 

査」（平成27（2015）年10月）
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多種多様な地質が分布しているなど厳しい条件の

下、路網の整備を進めてきたところであり、平成

30（2018）年度末現在、林内路網密度は22ｍ/ha

となっている＊86。

「森林・林業基本計画」では、森林施業の効率的

な実施のために路網の整備を進めることとしてお

り、林道等の望ましい延長の目安を現状の19万km

に対し33万km程度としている。特に、自然条件等

の良い持続的な林業の経営に適した育成単層林を主

体に整備を加速化させることとしており、林道等に

ついては令和７（2025）年に24万km程度とするこ

とを目安としている。また、「全国森林計画」では、

路網整備の目標とする水準を、緩傾斜地（０°～15°）

の車両系作業システムでは100ｍ/ha以上、急傾斜

地（30°～35°）の架線系作業システムでは15ｍ/ha

以上等としている（資料Ⅱ－35）。

（丈夫で簡易な路網の作設を推進）

林野庁では、路網を構成する道を、一般車両の走

行を想定した幹線となる「林道」、大型の林業用車

両の走行を想定した「林業専用道」及びフォワーダ

等の林業機械の走行を想定した「森林作業道」の３

＊86 「公道等」、「林道」及び「作業道」の現況延長の合計を全国の森林面積で除した数値。林野庁整備課調べ。
＊87 「林業専用道作設指針の制定について」（平成22（2010）年９月24日付け22林整整第602号林野庁長官通知）、「森林作業道作設

指針の制定について」（平成22（2010）年11月17日付け22林整整第656号林野庁長官通知）

区分に整理して、これらをバランスよく組み合わせ

た路網の整備を進めていくこととしている（資料Ⅱ

－36）。

丈夫で簡易な路網の作設を推進するため、林業専

用道と森林作業道の作設指針＊87を策定し、林業専

用道については、管理、規格・構造、調査設計、施

工等に関する基本的事項を、森林作業道については、

路線計画、施工、周辺環境等について考慮すべき基

路網整備の目標とする水準資料Ⅱ－35

資料：「全国森林計画」（平成30（2018）年10月）

区分 作業システム 路網密度

緩傾斜地
（0  °～15°）

車両系作業システム 100ｍ/ha以上

中傾斜地
（15°～30°）

車両系作業システム 75ｍ/ha以上

架線系作業システム 25ｍ/ha以上

急傾斜地
（30°～35°）

車両系作業システム 60ｍ/ha以上

架線系作業システム 15ｍ/ha以上

急峻地
（35°～　　）

架線系作業システム ５ｍ/ha以上

公道

専ら森林施業の用に供し、木材輸送機能を
強化する林道（林業専用道）

●主として森林施業を行うために利用さ
れる恒久的公共施設
●10トン積トラックや林業用車両（大型
ホイールフォワーダ等）の走行を想定
●必要最小限の規格・構造を有する丈夫
で簡易な道

導入する作業システムに対応し、森林整備を
促進する作業道

●森林所有者や林業事業体が森林施
業を行うために利用

●主として林業機械（小型トラックを含
む）の走行を想定
●経済性を確保しつつ丈夫で簡易な構
造とすることが特に求められる

効率的な森林の整備や地域産業の
振興等を図る林道

●原則として不特定多
数の者が利用可能
な恒久的公共施設
●セミトレーラや一般
車の通行を想定し安
全施設を完備

路網整備における路網区分及び役割資料Ⅱ－36
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本的な事項＊88を目安として示している。

現在、各都道府県では、林野庁が示した作設指針

を基本としつつ、地域の特性を踏まえた独自の路網

作設指針を策定して、路網の整備を進めている＊89。

平成30（2018）年度には、全国で林道（林業専用道

を含む。）等＊90620km、森林作業道14,364kmが

開設されており、林野庁では、今後も、森林資源が

充実し林業経営の集積・集約化が見込まれる地域を

中心として路網整備を推進していくこととしている。

（路網整備を担う人材を育成）

路網の作設に当たっては、現地の地形や地質、林

況等を踏まえた路網ルートの設定と設計・施工が重

＊88 例えば、周辺環境への配慮として、森林作業道の作設工事中及び森林施業の実施中は、公道又は渓流への土砂の流出や土石の転
落を防止するための対策を講ずること、事業実施中に希少な野生生物の生育・生息情報を知ったときは、必要な対策を検討する
こととされている。

＊89 なお、林業専用道については、現地の地形等により作設指針が示す規格・構造での作設が困難な場合には、路線ごとの協議によ
り特例を認めることなどにより、地域の実情に応じた路網整備を支援することとしている。

＊90 林道等には、「主として木材輸送トラックが走行する作業道」を含む。

要であり、高度な知識・技能が必要である。このた

め、林野庁では、林業専用道等の路網作設に必要な

計画や設計、作設及び維持管理を担う技術者の育成

を目的とし、国有林野をフィールドとして活用する

などしながら、平成23（2011）年度から「林業専

用道技術者研修」に取り組んでいる。平成30

（2018）年度までに2,234人が修了し、地域の路網

整備の推進に取り組んでいる。

また、平成22（2010）年度から森林作業道を作

設する高度な技術を有するオペレーターの育成を目

的とした研修を実施し、平成29（2017）年度まで

に、1,629人を育成した。平成30（2018）年度か

車
両
系
作
業
シ
ス
テ
ム

架
線
系
作
業
シ
ス
テ
ム

運材：フォワーダ

造材：プロセッサ木寄せ：グラップル 運材：フォワーダ

伐倒：チェーンソー 集材：集材機、タワーヤーダ、スイングヤーダ 造材：プロセッサ
運搬：トラック

伐倒：チェーンソー

伐倒・造材：ハーベスタ

集材・造材 運材伐倒・造材

集材・造材伐倒

我が国における高性能林業機械を使用した作業システムの例資料Ⅱ－37
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らは、ICT等先端技術を活用して路網作設に係る設

計作業の効率を向上させる技術等を学ぶ、演習実技

を主体にした研修に取り組んでおり、270人が受

講した。

これらの研修の受講者等は、各地域で伝達研修等

に積極的に取り組んでおり、平成30（2018）年度

は全国で151回の「現地検討会」等を開催し、2,656

人が参加した。このように、現場での路網整備を進

める上で指導的な役割を果たす人材の育成にも取り

組んでいる。

（ｂ）高性能林業機械の導入

（高性能林業機械の導入を推進）

高性能林業機械＊91を使用した作業システムには、

林内の路網を林業用の車両が移動して、伐倒した木

を引き寄せ、枝を除去して用途に応じた長さに切断

＊91 従来のチェーンソーや刈払機等の機械に比べて、作業の効率化、身体への負担の軽減等、性能が著しく高い林業機械のこと。
＊92 木材をつかんで持ち上げ、荷台に搭載して運搬する機能を備えた車両。
＊93 木材の枝を除去し、長さを測定して切断し、切断した木材を集積する作業を連続して行う機能を備えた車両。
＊94 立木を伐倒し、枝を除去し、長さを測定して切断し、切断した木材を集積する作業を連続して行う機能を備えた車両。

し、集積する場所まで運搬するといった作業を行う

車両系作業システムや、伐倒した木を林内に張った

架線で吊り上げ、集積する場所まで運搬する架線系

作業システムがある（資料Ⅱ－37）。車両系作業シ

ステムは、比較的傾斜が緩やかな地形に向いており、

路網が整備されていることが必要である。架線系作

業システムは、高い密度で路網を開設できない傾斜

が急な地形でも導入が可能である。

我が国における高性能林業機械の導入は、昭和

60年代に始まり、近年では、路網を前提とする車

両系のフォワーダ＊92、プロセッサ＊93、ハーベス

タ＊94等を中心に増加しており、平成30（2018）年

度は、合計で前年比８％増の9,659台が保有されて

いる。保有台数の内訳をみると、フォワーダが2,650

台で３割弱を占めているほか、プロセッサが2,069

その他の高性能林業機械

スイングヤーダ

タワーヤーダ

フォワーダ

スキッダ

プロセッサ

ハーベスタ

フェラーバンチャ

（台）
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7,6867,686

8,2028,202

8,939 8,939 
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高性能林業機械の保有台数の推移資料Ⅱ－38

注１： 林業経営体が自己で使用するために、当該年度中に保有した機械の台数を集計したものであり、保有の形態（所有、他からの借入、
リース、レンタル等）、保有期間の長短は問わない。

　２：平成10（1998）年度以前はタワーヤーダの台数にスイングヤーダの台数を含む。
　３：平成12（2000）年度から ｢その他の高性能林業機械｣ の台数調査を開始した。
　４：国有林野事業で所有する林業機械を除く。
資料：林野庁「森林・林業統計要覧」、林野庁ホームページ「高性能林業機械の保有状況」
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台、プロセッサと同様に造材作業に使用されること

の多いハーベスタは1,849台となっており、両者を

合わせて４割強を占めている。このほか、スイング

ヤーダ＊95が1,082台で１割強を占めている（資料Ⅱ

－38）。平成30（2018）年度において、素材生産量

全体のうち、高性能林業機械を活用した作業システ

ムによる素材生産量の割合は７割となっている＊96。

また、我が国の森林は急峻な山間部に多く分布す

ることから、林野庁では、急傾斜地等における効率

的な作業システムに対応するため、集材の自動化や

自走可能な搬器など次世代型の架線系林業機械の開

発・導入を推進するとともに＊97、生産性を意識した

作業計画の立案や実行ができる技能者の育成に取り

組んでいる。

（ｃ）造林コストの低減に向けた取組

人工林の多くが本格的な利用期を迎え、主伐の増

加が見込まれる中、森林の多面的機能を発揮させつ

つ、資源の循環利用による林業の成長産業化を実現

するためには、主伐後の適切な再造林の実施が必要

であり、造林の低コスト化及び苗木の安定供給が一

層重要になっている。

林野庁では、造林作業に要するコストの低減のた

め、伐採と造林の一貫作業システムの導入、コンテ

ナ苗＊98や成長に優れた苗木の活用、低密度での植

栽等を推進している。　

（「伐採と造林の一貫作業システム」の導入とそれに

必要なコンテナ苗の生産拡大）

円滑かつ確実な再造林の実施に向けて、経費の縮

減が必要となっている。このため、集材に使用する

林業機械を用いるなどして、伐採と並行又は連続し

て一体的に地拵
ごしら

えや植栽を行う「伐採と造林の一貫

作業システム」が、近年新たに導入されつつある。

伐採と造林の一貫作業システムは、伐採時や伐採し

てすぐに、グラップル＊99等の伐採や搬出用の林業

＊95 油圧ショベルにワイヤーロープを巻き取るドラムを装備し、アームを架線の支柱に利用して、伐倒した木材を架線により引き出
す機能を備えた機械。木材を引き出せる距離は短いが、架線の設置、撤去や機械の移動が容易。

＊96 林野庁研究指導課調べ。
＊97 高性能林業機械の開発については、「平成28年度森林及び林業の動向」第Ⅰ章第２節（１）19-20ページを参照。
＊98 コンテナ苗については、第Ⅰ章第２節（１）72ページも参照。
＊99 木材をつかんで持ち上げ、集積する機能を備えた車両。
＊100 労働投入量の縮減等について詳しくは、「平成28年度森林及び林業の動向」第Ⅰ章第２節（１）13ページを参照。
＊101 研究成果については、「平成28年度森林及び林業の動向」第Ⅰ章第２節（１）14ページを参照。

機械を用いて伐採跡地の末木枝条を除去・整理して

地拵
ごしら

えを実施し、丸太運搬用のフォワーダ等の機械

で苗木を運搬した上で植栽を行うものである。この

ため、地拵
ごしら

えと苗木運搬の工程を省力化することと

なり、労働投入量の縮減などにより作業コストを大

きく縮減することが可能となる＊100。年間を通じて

行われる伐採のタイミングと合わせて、同システム

により効率化を図りながら再造林を実施していくた

めには、従来の裸
はだか

苗
なえ

では春又は秋に限られていた植

栽適期を拡大していくことが必要となっている。

「コンテナ苗」は、裸
はだか

苗
なえ

とは異なり、根鉢がある

ことで乾燥ストレスの影響を受けにくいと考えら

れ、寒冷地の冬季や極端に乾燥が続く時期を除き、

通常の植栽適期（春や秋）以外でも高い活着率が見込

めることが研究成果により示されている＊101。この

ため、伐採時期に合わせて植栽適期を拡大できる可

能性があることから、林野庁は、その普及と生産拡

大の取組を進めている（資料Ⅱ－39）。

（成長等に優れた優良品種の開発）

造林・保育の低コスト化、将来にわたる森林の二

（万本）

生産量
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コンテナ苗の生産量の推移資料Ⅱ－39

資料：林野庁整備課調べ。
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酸化炭素吸収能力の向上、伐期の短縮等を図るため、

初期成長や材質、通直性に優れた品種の開発が必要

である。

このような中、国立研究開発法人森林研究・整備

機構森林総合研究所林木育種センターでは、収量の

増大と造林・保育の効率化に向けて、平成24

（2012）年から林木育種による第二世代精英樹（エ

リートツリー）＊102の選抜を行い、第二世代精英樹

が実用化できるようになった。

第二世代精英樹等のうち成長や雄花着生性等に関

する基準＊103を満たすものは、間伐等特措法に基づ

き、農林水産大臣が特定母樹として指定しており、

令和２（2020）年３月末現在、特定母樹として362

種類が指定されており、そのうち314種類が第二

世代精英樹から選ばれている（資料Ⅱ－40）。

林野庁では、特定母樹から生産される種苗が今後

の再造林に広く利用されるよう、特定母樹による採

種園や採穂園の整備を推進している。この結果、九

州を中心に、徐々に特定母樹由来の山行苗木が出荷

されるようになってきている。このほか、優良な品

種の更なる改良に向けて、現在は、第二世代精英樹

同士を交配させ、第三世代以降の精英樹の開発も進

められている。

（その他の造林・育林コストの低減に向けた取組）

造林経費の多くを占める下刈りは、通常、植栽し

てから５～６年間は毎年実施されていたが、植栽木

が完全に下草に被覆されていない場合には省略した

り、成長に優れた苗木と組み合わせること等で、下

刈り回数を省略する試験的取組が各地で実施されて

いる（事例Ⅱ－３）。

また、成長に優れた苗木を用いる等によって植栽

本数をhaあたり1,000～2,000本程度に抑えると

いった低密度植栽の手法の開発が行われている。低

密度での植栽では、植栽に要する経費の縮減が期待

できる一方で、下草が繁茂しやすくなる、下枝の枯

れ上がりが遅くなり完満な木材が得られなくなるお

それがあるといった課題がある。このため、試験地

＊102 成長や材質等の形質が良い精英樹同士の人工交配等により得られた次世代の個体の中から選抜される、成長等がより優れた精英
樹のこと。

＊103 成長量が同様の環境下の対照個体と比較しておおむね1.5倍以上、雄花着生性が一般的なスギ・ヒノキのおおむね半分以下等の基
準が定められている。

＊104 詳しくは、「平成28年度森林及び林業の動向」第Ⅰ章第２節（１）の事例Ⅰ－１（15ページ）を参照。

を設定して、成長状況の調査や技術開発・実証等に

取り組んでおり、低密度植栽による育林技術体系を

作成するなどの例も出てきている＊104。

このほか、林野庁では、傾斜地での造林作業を省

力化する機械の開発を進めるとともに、令和元

（2019）年は林業分野の人材と異分野の人材が協同

して造林や林業の課題解決を図るためのビジネスを

具体化する取組を支援した（事例Ⅱ－４）。

（早生樹の利用に向けた取組）

家具等に利用される広葉樹材については、国外に

おいて資源量の減少や生物多様性保全への意識の高

まりに伴う伐採規制等の動きがみられることから、

近年、国内における広葉樹材の生産への関心が高

まってきている。一方で、家具等に用いられる広葉

樹材は、おおむね80年以上の育成期間を要するこ

とや、針葉樹と比較して幹の曲がりや枝分かれが発

生しやすく、通直な用材の生産が難しいことが課題

特定母樹に指定されたエリート
ツリー

資料Ⅱ－40

写真：国立研究開発法人森林研究・整備機構森林総合研究所
林木育種センター

植栽後４年で樹高６mに達するスギのエリートツリー
（通常は１～２m）
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下刈りは造林 -初期保育コストの４～６割を占め、真夏の過酷な屋外労働など林業従事者に掛かる負担が大き
いため、下刈り作業の省力化は、林業の省力化・低コスト化、林業従事者の確保に向けた喫緊の課題である。こ
の課題を解決するため、国立研究開発法人森林研究・整備機構、道県、民間企業等が「優良苗の安定供給と下刈
り省力化による一貫作業システム体系の開発」（平成28－30年度）において、複数の施業モデルについて実証試
験を行った。

＜一貫作業システムの活用＞
秋田県では、通常植栽当年（１年目）から６年目まで下
刈りを行っている。しかし、一貫作業システムを導入す
ることで初回の下刈りが省略可能となり、さらに２、３、
５年目に下刈りを行えば、４年目の下刈りを省略できる
可能性が示唆された。下刈り省略をした翌年の下刈りの
労力はかかり増しになるものの、それを加味しても一貫
作業システムと組み合わせることで再造林全体のコスト
は３割程度削減可能となる（図）。

＜カバークロップの活用＞
山形県では、スギ植林地にワラビを植栽することで、
苗木の育成を阻害する他の競合植生の発生を抑制し、下
刈りを省略する技術を開発した（写真）。さらに、ワラビ
の特用林産物としての価値を生かすことで、再造林経費
及びワラビ栽培経費以上の収益が得られる可能性がある。

＜乗用下刈り機を活用した省力化＞
北海道立総合研究機構林業試験場では、株式会社筑水
キャニコムが開発した乗用下刈り機を施業現場で活用
し、省力化の効果を検証した。本機は30°までの斜度に
対応し、チシマザサ等の刈り払いも可能である。加えて、
アタッチメントを付け替えることで走行の障害となる伐
根の破砕も可能であり、労働強度の高い下刈り作業の省
力化への貢献が期待できる。さらに、植栽幅を機械のサ
イズに合わせることにより、植栽地を効率良く走行する
ことが可能となることで、飛躍的な作業性の向上が見込
まれるため、その有効性について現在北海道で実証実験
が行われている。
下刈りの省力化を目指した研究開発は、「成長に優れ
た苗木を活用した施業モデルの開発」（平成30－令和４
年度）において、テーマの一つとして引き続き実施され
ている。今後は、特定母樹など成長に優れた品種の活用
による下刈り期間を短縮した施業体系の整理や、UAV注で取得した植栽地画像から下刈りの要否をAIで判別す
る技術の開発等を進めていくことにより、下刈り省力化の更なる促進を図ることとしている。
注：「Unmanned Aerial Vehicle」の略。人が搭乗しないで飛行する航空機。通称ドローン。

下刈り省力化に向けた研究開発の最前線事例Ⅱ－3

図：下刈り回数の削減方法別の再造林コストの比較

写真：植栽年と５年後のワラビ導入林分の状況

関連webサイト：
http://www.ffpri.affrc.go.jp/labs/conwed/index_pro.html,
http://www.naro.affrc.go.jp/laboratory/brain/h27kakushin/chiiki/ringyo_chojugai/result-6-01.html
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となっている。このような中、センダン等の短期間

で成長して早期に活用できる早生樹種による森林施

業の技術開発に注目が集まっており、各地で試験的

植栽が行われている＊105。

センダンは、20年生程度で家具材として利用可

能になるほど早期に成長し、その木材はケヤキの代

替材として利用されるため、地域レベルでセンダン

等の早生樹種の広葉樹の施業技術の開発や利用に向

けた実証的な取組が増加してきている。また、国有

林野事業においてもセンダンの試験植栽等の早生樹

＊105 センダンの試験的植栽の取組について詳しくは、第Ⅱ章第３節（１）事例Ⅱ－７（148ページ）を参照。
＊106 センダン等の施業技術開発については、「平成28年度森林及び林業の動向」第Ⅰ章第２節（１）17-18ページを参照。国有林野事

業におけるセンダンの試験植栽の取組については、「平成27年度森林及び林業の動向」第Ⅴ章第２節（２）の事例Ⅴ－８（179ページ）
を参照。

＊107 中国大陸や台湾を原産とし、学名は、Cunninghamia lanceolataである。我が国には江戸時代より前に寺社等に導入され、国有
林等では林分として育成されているものもある。

＊108 国立研究開発法人森林研究・整備機構森林総合研究所林木育種センターホームページ「コウヨウザンの特性と増殖の手引き」

種の施業技術開発が進められている＊106。また、こ

の他の成長の早い広葉樹についても、育成や利用に

ついて様々な取組が行われている。

針葉樹早生樹種としては、コウヨウザン＊107が注

目されている。コウヨウザンは、成長が早く、伐採

後は萌芽更新により植栽を省ける可能性が示唆され

ていることから、再造林・保育の低コスト化を実現

できることが期待されている。また、材の強度につ

いては、スギよりも強く、ヒノキに近い強度を示す

例もある＊108。国立研究開発法人森林研究・整備機

植栽や下刈りといった森林づくりに欠かせない「造林」は、大半が人力作業であり、重労働、高コスト、担い
手不足といった課題を抱えている。令和元（2019）年度、林野庁では、このような「造林」の課題解決をテーマ
として、林業現場を知る林業人材と独自の技術やノウハウを持つ異分野人材の協業により、課題解決につながる
ビジネスを創出する課題解決型事業共創プログラム「Sustainable Forest Action」を実施した。
東京、京都の２ステージにおいて69名の参加応募があり、林業人材と異分野人材の双方から編成された14チー

ムが、約２か月間にわたり、林業体験や合宿等を織り交ぜながら、様々な事業構想の検討や試作品の制作等を行
い、12月７日の最終審査会でその成果を発表した。
審査の結果、最優秀賞には、バーチャル学習、現場での林業体験、伐採した木材を加工した家具等をパッケー
ジとして提供する環境教育サービス「森がたり」が選ばれた。これは、体験学習の場、木材供給の場として自伐
林家の現場を活用し、自伐林家に収益を還元すること
で再造林を促すという提案である。
最終審査会で最優秀賞、優秀賞を獲得した事業アイ
デアには、スポンサーからの協賛金が贈られ、本格的
な事業化に向けた取組が進められている。

林業人材と異分野人材のオープンイノベーションに期待事例Ⅱ－4

最終審査会の様子

受賞チームの 
事業名 事業概要

最優秀賞受賞
チーム 

「森がたり」

　環境教育に興味があるユーザーに対して、
バーチャル学習、現場での伐採・造林の体験、
伐採した材を加工した家具をユーザーに届
けるなどのコンテンツを提供。
　その現場に自伐林家の森林を活用するこ
とで、自伐林家の収入をアップさせ、伐採・
再造林を促す。

優秀賞受賞 
チーム 

「森も視守る 
“まもり”」

　アナログでバラバラに存在する森林情報
を、森林所有者が見やすく、デジタルで確認
できるアプリ。
　個人の森林所有者が、適切な森林管理や相
続・売買について、アプリ上で専門家に相談
できるようになることで、再造林の放棄を防
ごうとするもの。

優秀賞受賞 
チーム 

「森のコイン」

　山林の価値を自動評価し、森林所有者へコミュ
ニティ通貨「森のコイン」を発行するサービス。
　このサービスを通じて、地元を離れる森林所有
者と林業関係者とのつながりを再構築し、誰もが
地域や企業の森づくり活動に参加することがで
きるようになる事業。

受賞した事業の概要一覧
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構森林総合研究所等では、未解明な部分が多い育種

技術や育苗、萌芽更新、鳥獣被害対策等の造林技術

の確立のため研究が進められている（資料Ⅱ－41）。

（ウ）先端技術の活用による林業経営の効率化の推進

我が国における人口減少・少子高齢化といった社

会的課題と、厳しい地形条件や過酷な現場作業と

いった林業特有の課題を克服し、林業の低コスト化、

省力化、安全性の向上を実現するためには、ICTや

人工知能（AI）等の先端技術の活用が有効と考えら

れる。そのため林野庁では、先端技術を活用し、新

技術の開発から普及に至る取組を効果的に進めてい

くことを目的として、令和元（2019）年12月に「林

業イノベーション現場実装推進プログラム」を策定

した。本プログラムでは、新技術導入により期待さ

れる効果、技術ごとの普及・実装へのロードマップ

や実装に向けて取り組むべき施策等を提示してお

り、これに基づき、加速度的に「林業イノベーショ

ン」の取組を推進していくこととしている＊109。

近年は、ICTを活用した生産管理手法として、出

材する木材の数量や出荷量等をICTを用いて瞬時に

把握する取組等が進展している。特に、土場に椪
はい

積
づみ

された丸太の径級をAIにより自動解析して流通業

者、加工業者等と瞬時に共有できるスマートフォン

アプリが販売されるなど、AIを活用する取組も進め

られている。

レーザ計測やドローンによる森林資源量等の把握

や、解析されたデータを路網整備や森林整備の計画

策定等に利活用する動きも進んでおり、各地で実証

的取組が行われている（資料Ⅱ－42、事例Ⅱ－５）。

このような技術の進展を踏まえ、再造林、間伐等

の森林の整備に対して支援を行う森林整備事業にお

いては、令和２（2020）年度以降、ドローン、空撮

画像、GISデータ等を申請や検査に活用していくこ

ととしている。

このほか、AI、ロボット技術の活用など安全性や

省力化等を目指した林業機械の開発も進められてお

り、近年は、森林内に進入し伐倒を行うリモコン遠

隔操作式の伐倒作業車や、画像を解析するAIの導入

により、対象となる集材木を認識し、自動で集材を

＊109 詳しくは、トピックス４（48-49ページ）を参照。

行う架線集材機械が開発されている。また、無人走

行できるフォワーダや林業用アシストスーツ、造材

集材作業の自動化に向けた技術の開発等が進められ

ている。

コウヨウザンの優良種苗生産
技術の開発

資料Ⅱ－41

写真：採穂園における挿し木二年生コウヨウザン

ドローン等による森林資源情報
の把握

資料Ⅱ－42

森林調査を行うドローン

ドローン画像解析により単木ごとの資源情報を把握
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政府は、林業の成長産業化に向けて、航空レーザ計測等による詳細な森林情報（立木、地形情報）の把握、ク
ラウドによる資源、生産及び需要情報の共有など、情報通信技術（ICT）を活用したスマート林業の実践的取組を
推進していくこととしており、各地で取組が進められている。
森林資源の把握や伐採計画の段階において、やまぐちスマート林業実践対策地域協議会（山口県）では、地上レー
ザ計測により、高精度な森林資源情報を把握するとともに、最適な採材計画の作成や路網設計作業の省力化に取
り組んでいる。また、いしかわスマート林業推進協議会（石川県）では、ドローン画像の３Ｄ化により森林資源
量の自動把握を行いクラウドで共有することで、現地調査を省力化し、効率的で分かりやすい所有者への施業提
案につなげているほか、同県農林総合研究センター林業試験場等では、これらの取組の更なる高精度化及び効率
化に向け、AIを活用した樹種判別や森林資源量の推定技術の開発に取り組んでいる。
木材の生産・流通段階において、有限会社杉産業（岡山県新見市）では、IoTハーベスタを導入し、需要者が提
示する木材の価格データをシステムに入力することで、幹一本が最大の値段となるよう自動的に採材の長さを決
定するバリューバッキング機能を活用し、木材需要者のニーズに応じた最適採材に取り組んでいる。また、スマー
ト林業タスクフォースNAGANO（長野県）では、スマートフォンを活用した木材検収システム及び需給マッチン
グシステムにより、木材を生産した山土場において、丸太のストック状況をペーパーレスで把握・集計・発信す
るとともに、複数の素材生産業者、地域の木材流通市場及びトラック輸送事業者の間を、クラウドサーバ上でリ
アルタイムに情報共有するシステムの実証及び県内への普及展開に取り組んでいる。
このような情報通信（ICT）機器の機能を十分発揮させるためには、通信環境の整備が必要となるが、山間部の

ぜい弱な通信環境に対応するため、LPWA注通信技術を活用する取組がみられる。この通信環境を活用し、作業
員の安全管理対策や獣害対策に活用する事例もみられる。
今後は、林業事業体等が実施する木材生産での各作業工程（計画、伐採、採材、検収、運材、在庫管理等）を
始めとする林業の現場において、このような情報通信技術（ICT）を組み合わせて効果的に活用し、低コストで効
率的な林業経営を実現していくことが期待される。
注：Low Power Wide Areaの略。省電力かつ長距離での無線通信が可能な無線通信技術。

林業×情報通信技術（ICT）の取組事例Ⅱ－5

資源情報・境界情報

)))

データ

伐採計画等の策定

JUST IN TIME

効率的なトラック配車

通信による
安全管理

森林GIS・林地台帳データ

人員・機械等の手配●デジタル情報により、高精度な
伐採計画を策定

●事業の収支見込み等を計算

経費情報の共有
●現場ごと・作業ごとの人工数、機械稼働
日数等を蓄積し、スマホで送信

●樹種、林齢、蓄積
●森林計画図
●空中写真
●所有者情報 等

●レーザ計測データ
●デジタル境界情報

森林クラウド

事業管理・財務
会計システム

生産情報の共有
●プロセッサで丸太の生産量を取得、
蓄積したデータをスマホで送信

販売収入情報

情報通信技術（ICT）による生産管理のイメージ
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ニュージーランドの林業コラム

現在、世界の林業は天然林を伐採する天然林採取型から、植栽・保育を経る育成型へと変化しており、人工林
材を中心とする木材生産の時代に移り変わってきている。その中で、近年造林面積を増やしている東南アジアや
ラテンアメリカ、アフリカ諸国においては、ユーカリ類やアカシア類等の早生樹が植栽されている。また、ニュー
ジーランド（以下「NZ」という。）においては、成長の早いことで知られているラジアータパインが植栽されている。
特にNZは、日本と同様の温帯気候であるが、我が国より大幅に少ない人数で、我が国よりも多くの丸太を生産
している。NZの2018年３月末期における伐採量は3,300万㎥であるが、林業従事者数は7,900人（2017年）
である。また、丸太を中心に伐採量の６割を輸出しており、2018年の丸太及びチップの輸出量は、2009年の
約３倍と、過去10年で丸太輸出量を飛躍的に伸ばしている。
NZは森林が国土の４割を占め、森林のうち人工林は２割未満の173万haであり、人工林においてはラジアー
タパインが面積の９割を占めている。１万haを超える森林を保有する企業の持つ森林が人工林面積の過半を占
め、経済合理性を追求した集約的林業が行われている。これらの企業が人工林経営と林産工場とを併せ持つ場合
も少なくない。
NZにラジアータパインが米国から導入されたのは19世紀半ばで、100年余りの歴史の中で、苗木の品種改
良を進めながら低コスト化が図られ、疎植化が進展した。当初はha当たり７千～８千本の植栽密度であったが、
現在の標準的な施業体系では、植栽密度が800本/ha、主伐期が28年生となっており、主伐期に樹高が36ｍ、
材積は2.3㎥に達する注。ラジアータパインの用途は、製材品、合板、木質パネル等と幅広く、同国内では主に
建築用木材製品に使用されることが多い。また、枝打ちをした無節丸太から採れる良質材の割合が高いことも特
徴である。施業体系では、無節の良質材生産、構造材生産といった生産目標に応じて、主伐時の立木密度、利用
間伐及び枝打ちの有無が決定されている。なお、2018年４月時点では、利用間伐を行わない施業面積が約９割
を占め、枝打ち施業の有無は半々程度となっている。
皆伐の方法としては、傾斜地も含め伐倒作業の機械化が進展しており、集材方法は架線系と車両系が使い分け
られている。生産性は高く、28～42㎥ /人・日を実現している企業がある。
山土場から製材工場、港湾への丸太の運送においては、全体の効率化が図られるよう各輸送段階の品質・規格・
数量等の情報を把握・コントロールする運送管
理システムが活用されている。
これらの取組により、丸太の輸出量を過去

10年で伸ばしてきた一方で、木材製品の輸出
は横ばいで推移しており、付加価値を高めた木
材製品を輸出していけるかについても注目され
ている。
NZ林業は、苗木の品種改良と低密度植栽を
進めてきたことに加え、市場指向型の集約的林
業が行われている点が特徴であり、収益性の向
上を目指す我が国の林業が学ぶべき点が多い。
　注：無節丸太を採る施業体系における樹高及び材積。
資料： NZ一次産業省（MPI）オープンデータ（2020年１月時

点）、NZ Facts＆Figure2018-2019、FAO「世界森
林資源評価2015」、餅田治之 （2019） 世界における
森林投資と育林経営 . 諸外国の森林投資と林業経営 , 
29-55頁、木平勇吉 （1999） ニュージーランドの森
林・林業 . 諸外国の森林・林業 , 259-294頁、立花敏 
（2010） 第９章 ニュージーランド . 世界の林業 :欧米
諸国の私有林経営 , 345-381頁、松木法生 （2019） 
ニュージーランドの木材産業 . 木材情報 , 2019年４月
号、森林科学研究所「平成30年度無人化林業システム
研究会事業実施報告書」（令和元（2019）年６月）

ウインチ付きエクスカベータ（油圧ショベル）にワイヤーで牽引され、急斜面で 
伐倒作業をするハーベスタ


